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蓄電池の重要性
 蓄電池は2050年カーボンニュートラル実現のカギ。⾃動⾞等のモビリティの電動化において

バッテリーは最重要技術。
 また、再エネの主⼒電源化のためにも、電⼒の需給調整に活⽤する蓄電池の配置が不可⽋。
 ５G通信基地局やデーターセンター等の重要施設のバックアップ電源でもあり、各種IT機器にも⽤い

られ、デジタル社会の基盤を⽀えるため不可⽋なインフラの⼀つ。レジリエンス強化のためにも重要。
 以上のように電化社会・デジタル社会において国⺠⽣活・経済活動が依拠する重要物資である。

1

再エネ電源

系統⽤蓄電池

グリッド

需要家(⼯場)

需要家(家庭)

需要家(ビル)

EV等

⾞載⽤蓄電池

定置⽤蓄電池

業務・産業⽤
蓄電池

家庭⽤蓄電池



2

（参考）電池の種類

（資料）https://ednjapan.com/edn/articles/1205/17/news031.html

⼀次電池

マンガン乾電池

アルカリ電池

酸化銀電池

リチウム電池

空気亜鉛電池

充電式電池
（⼆次電池）

ニカド電池

ニッケル⽔素電池

鉛蓄電池

リチウムイオン電池
（LIB: Li-ion Battery）

1985

＜リチウムイオン電池の歴史＞

1991 2010 20152005

⽇本勢が技術・ビジネスでリード

基本特許
（旭化成）

LiB実⽤化
（ソニー）

初代iPhone発売
（Apple）

⽇系⾃動⾞メー
カーのEV市場投⼊

グローバルに多数の
BEV市場投⼊

中国・韓国勢が事業急拡⼤

 リチウムイオンにより作動する蓄電池
 2019年リチウムイオン電池の

研究開発者にノーベル化学賞
吉野彰⽒（旭化成）︓
リチウムイオン⼆次電池の基本技術を確⽴

 他の蓄電池よりエネルギー密度が⾼い
 EV駆動⽤電池として使⽤可能



蓄電池市場の拡⼤
 蓄電池市場は⾞載⽤、定置⽤ともに拡⼤する⾒通し。当⾯は、EV市場の拡⼤に伴い、⾞載⽤蓄

電池市場が急拡⼤。⾜下では定置⽤は⾞載⽤の1/10程度の規模だが、2050年に向けて定置
⽤蓄電池の市場も成⻑する⾒込み。

（出典） IRENA Global Renewables Outlook 2020 (Planned Energy Scenario)
経済規模は、⾞載⽤パック（グローバル）の単価を、2019年２万円/kWh→2030年1万円/kWh→2050年0.7万円/kWhとして試算
定置⽤は⾞載⽤の２倍の単価として試算。
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国別・メーカー別のシェア推移
 ⽇系勢は技術優位で初期市場を確保したが、市場の拡⼤に伴い中韓メーカーがシェアを拡⼤、

⼀⽅で⽇本メーカーはシェアを低下。

2020年

2015年

2020年

2016年

⽇本︓51.7%

中国︓
27.4%

韓国︓
14.4%

Panasonic︓20.4%
⽇本︓21.1%

韓国︓36.1%
LGES︓26.2%
サムスンSDI 5.9%

中国︓23.9%
CATL︓8.7%

その他
35.7%

⾞載⽤リチウムイオン電池【世界】 定置⽤リチウムイオン電池【世界】

⽇本︓27.4%

⽇本︓5.4%
Panasonic 2.9%

※主要メーカー以外は「その他」に計上しているため、
中国、韓国メーカーが含まれている可能性有

韓国︓35.0%
サムスンSDI︓21.0%
LGES︓12.7%

中国︓
28.1%

Panasonic︓11.1%
ソニー 7.0%
AESC 4.2%

⽇本

中国

韓国

⽇本

中国

韓国

Panasonic︓37.1%
AESC︓9.7%
その他︓4.9% 韓国︓

30.4%

（出典）左図︓富⼠経済「エネルギー・⼤型⼆次電池・材料の将来展望 2016ーエネルギーデバイス編ー」、富⼠経済「エネルギー・⼤型⼆次電池・材料の将来展望 2021ー電動⾃動⾞・⾞載電池分野編ー」に基づき作成
右図︓富⼠経済「2017 電池関連市場実態総調査 上巻」、富⼠経済「2022 電池関連市場実態総調査 ＜上巻・電池セル市場編＞」 に基づき作成 4
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蓄電池のサプライチェーン︓製造基盤確保の必要性
 電池セル製造を⽀える鉱物資源・材料のサプライチェーンでは特定国への依存のおそれなどリス

クが存在。
 電池セルについても⽇本の競争⼒が失われつつあり、海外への依存傾向が強まるおそれあり。

原材料確保、材料・セルの製造基盤確保などサプライチェーン全体の維持・強化が必要。

＜蓄電池サプライチェーンの例＞

電動⾞
・

定置⽤
電池

システム

等

電池パック
（制御技術等）

電池セル鉱物資源 電池材料

製造設備
・中国勢がコスト、品質で猛追
・⼯場設備を⼀括で提供するメーカーも出現

・特定国に偏在・依存
（中国、DRコンゴ等）
・精錬⼯程は中国に集中

・安全性等で⽇系材に
強み

・中国勢がコスト・品質で
猛追、⽇本のシェア下落

・投資規模が競争⼒
に直結

・中韓積極投資で
⽇本のシェア下落

・制御システム(BMS)
は電池性能に寄与、
セキュリティの要
（テスラが先⾏も、⽇系
メーカーも能⼒保有）
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諸外国における⼈材育成・確保の取組

出所︓「National Blueprint for Lithium Batteries 2021〜2030年」（FCAB、2021年6⽉）、「中华⼈⺠共和国国⺠经济和社会发展第⼗四个五年规划和2035年远
景⽬标纲要」（中国中央政府、2021年3⽉13⽇）、「ANNEX 2 – Strategic Action Plan on Batteries」（EC、2018年5⽉17⽇）、「K-Battery Development 
Strategy」（韓国の海外⽂化広報院、2021年7⽉8⽇）よりDTC作成

 各国共通して⼤学等における学位を含めた育成プログラムの構築を実施しており、特に欧州ではオープ
ンイノベーションの推進、中国では海外⼈材の呼び込みにも注⼒している
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 National Blueprint for 

Lithium Batteries 2021〜
2030年（2021年6⽉に発⾏）

欧州 中国 韓国

 Federal Consortium for 
Advanced Batteries
（FCAB）

 科学的なR&D、STEM教育及び、
労働⼒開発の強⼒をサポートにより、
⽶国のバッテリー技術のリーダーシッ
プを維持・推進

 産業パートナーと協⼒し、労働
⼒のニーズを特定し、育成プロ
グラムをサポート
 専⾨学校、コミュニティカレッ

ジ及び、公⽴⼤学のコースを
受ける

 Strategic Action Plan on 
Batteries
（2018年5⽉に発⾏）

 European Commission
（EC）

 バッテリーのバリューチェーンの全部
分で⾼度なスキルを持つ労働⼒を
育成・強化

 資⾦調達及び、育成に活⽤
 産業向けの新しい学位コース構

築、教育と産業を連携し、経
験・ノウハウを取得

 必要なスキルを特定し、ギャップ
を埋める

 関係するステークホルダーと協⼒、
専⾨家のプールを企業に提供

 EUのバッテリー試験所へのオー
プンアクセス

 第14の5年計画（2021〜2026
年）及び、2035年超う期計画
（2021年3⽉に発⾏）

 中国中央政府

 才能の創造的な活⼒を刺激に、レ
ベル⾼い才能チームの育成、才能
がよりいい役割を務めることを奨励
及び、イノベーションと起業家精神
を最適化してエコシステムを構築

 世界クラス⼈材の育成・発⾒
 若者の科学的関⼼の指導と育

成を強化
 ポスドクのイノベーションポジション

の確⽴サポート
 よりオープンな⼈材政策を実施

し、国内外から⼈材を呼込み
 ⼈材評価・インセンティブメカニズ

ム及び、倫理システムの改善

 K-Battery Development
Strategy
（2021年7⽉に発表）

 ⼤統領による発表

 バッテリー産業に対し、連帯と協⼒
の産業エコシステムを構築

 ⼈材不⾜問題を解決に、⼤学、
⼈材育成機関、産業及び、政
府の協⼒にて1,100⼈超/年
⼈材の育成にサポート
 コア⼈財向け、修⼠・博⼠レ

ベルの⼈材育成
 プロセス⼈財向け新しい学位

コースの構築、専⾨教育・イ
ンターンシップの提供

 既存⼈材にトレーニングの提
供
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蓄電池産業戦略（8/31策定） 基本的な考え⽅

• これまで⽇本は全固体電池の技術開発に集中投資する戦略をとっており、技術は進展しているものの未だ課題は
残存しており液系リチウムイオン蓄電池(液系LiB) の市場は当⾯続く⾒込み。

• 他⽅、強⼒な政府⽀援の下、中・韓企業が液系LiBで⽇本を逆転。欧⽶含め世界的に官⺠で投資競争が激化。
• このままでは全固体電池の実⽤化に⾄る前に、⽇本企業は疲弊し、市場から撤退する可能性。

蓄電池を海外に頼らざるを得ない状況になる流れ。

これまでの政策に対する反省

今後の⽅向性

1st Target 従来の戦略を⾒直し、我が国も⺠間のみに委ねず政府も上流資源の確保含め、
液系LiBの製造基盤を強化するための⼤規模投資を⽀援し、国内製造基盤を確⽴。

➡ 【⽬標】 遅くとも2030年までに、蓄電池・材料の国内製造基盤150GWhの確⽴

2nd Target 国内で確⽴した技術をベースに、世界をリードする企業が競争⼒を維持・強化できるよう、
海外展開を戦略的に展開し、グローバルプレゼンス（シェア20%）を確保。

➡ 【⽬標】 2030年に我が国企業全体でグローバル市場において600GWhの製造能⼒確保

3rd Target 全固体電池など次世代電池を世界に先駆けて実⽤化するために技術開発を加速し、
次世代電池市場を着実に獲得。

➡ 【⽬標】 2030年頃に全固体の本格実⽤化、以降も⽇本が技術リーダーの地位を維持・確保
併せて、⼈材育成の強化、国内需要拡⼤、リユース・リサイクルの促進、再エネ電⼒の供給拡⼤と電⼒コスト負担抑

制などの環境整備も進めていく。

➡ 以上の反省を踏まえ、戦略の⽅向性として、３つのターゲットとそれぞれの⽬標を定める。
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3rd Target
次世代電池市場の獲得

6. ⼈材育成・確保の強化
⇒2030年までに3万⼈の育成・確保を⽬指し、 8⽉末に「関⻄蓄電池⼈材育成等コンソーシアム」の発⾜を発表する。

必要な⼈材像の具体化を図り、⼯業⾼校・⾼専等での教育カリキュラムや産総研での教育プログラム等を検討する。

5. 国内市場の創出
○電動⾞の普及促進 ○定置⽤蓄電システムの普及促進 等

2. グローバルアライアンスとグローバルスタンダードの戦略的形成
○グローバルアライアンスの戦略的形成 ○蓄電池のグローバル供給のためのファイナンス確保
○国際ルールの構築推進、安全性等のグローバル・スタンダード形成 等
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備 7.国内の環境整備強化

○サステナビリティ確保に向けた取組（リサイクル・リユース、カーボンフットプリント、⼈権・環境DD、データ連携基盤） 等

4. 次世代技術の開発
○次世代電池技術の開発⽀援 等

1. 国内基盤拡充のための政策パッケージ
⇒1,000億円基⾦（R3補正）に加えて、 設備投資⽀援・製造技術開発⽀援等の

政策パッケージの具体化を図る。

2nd Target
グローバルプレゼンスの確保

蓄電池産業戦略の全体像
1st Target
液系LiBの製造基盤の確⽴
⽬標︓遅くとも2030年までに

国内製造基盤150GWh

3. 上流資源の確保
⇒2030年までに確保が必要な資源量の⽬安を本戦略で提⽰しつつ、JOGMECの⽀援スキームの拡充と
関係国（豪、南⽶、アフリカ）との関係強化を図る。
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⽬標︓2030年までにグローバルに
製造基盤600GWh

⽬標︓2030年頃に
全固体電池の本格実⽤化



【蓄電池に係る⼈材育成・確保の⽅向性】
 2030年での国内150GWh、グローバル600GWhの製造能⼒確保に向けて、産業界のニーズに即した⼈材を育

成・確保することが重要。
具体的には、2030年までに、蓄電池製造に係る⼈材を合計2.2万⼈育成・確保することを⽬指す。

 ⼯場の製造ラインで製造や設備保全などを直接担う技能系⼈材を1.8万⼈
 製品・技術開発、セル等の設計、電池評価、製造ラインの設計・改善、⽣産設備の導⼊・改善等を担う

技術系⼈材を0.4万⼈
また、材料などサプライチェーン全体では、合計3万⼈の育成・確保を⽬指す。
加えて、20〜30年先を⾒越し、中⻑期的観点から、研究から現場まで蓄電池に係る⼈材全体の底上げも図る。

今後の取組（環境整備①）
６．⼈材育成・確保の強化

○ 「関⻄蓄電池⼈材育成等コンソーシアム」の発⾜
蓄電池関連産業が集積する関⻄エリアにおいて、産学官から構成される「関⻄蓄電池⼈材育成等コンソーシア

ム」を2022年8⽉末に発⾜させる。
 コンソーシアムでは、産学官が⼀体となり、育成・確保すべき⼈材像の具現化を図るとともに、

 ⼯業⾼校や⾼専等において、蓄電池に係る教育カリキュラムを導⼊する
 研究開発拠点である産総研関⻄センターにおいて、当該拠点を機能強化し、⾼度分析装置や電池製造

設備など実機も活⽤した教育プログラムを実施する
など、リスキリング含めた⼈材育成・確保に係る具体的な取組を検討し、2022年度末には⼀定の結論を出す。

 2023年度に調整・準備を⾏った上で、2024年度を⽬途に、コンソーシアムの議論に基づいた⼈材育成・確保
の取組を本格的に開始することを⽬指す。

まずは、関⻄エリアでユースケースとなる取組を⼀つでも多く⽣み出し、必要に応じて、他地域にも展開することで、
全国⼤での⼈材育成・確保に取り組んでいく。 ９


